
施策 29 関係課

月 5 日

基本
目標

Ⅵ 主管課
名称

課長

施策マネジメントシート（2022年度の振り返り、総括） 作成日 2023 年 6

効率的で効果的な行政運営

事業効果の向上の推進
総務課　秘書係/企画課　企画調整係/
議会事務局

意図

1 事業効果の向上 施策、基本事業 効果を高める。

2
広報広聴体制の充
実

町民
基
本
事
業

基本事業名 対象

4

町政を知り、意見や要望を提示す
る。

3

2016年度(H28) 2017年度(H29) 2018年度(H30) 2019年度(R1) 2020年度(R2) 2021年度(R3) 2022年度(R4)

Ａ
実績値 39.0 38.8 48.7 51.8 36.3 43.9 41.0

目標値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

39.9 40.1 44.9 46.4 48.3

目標値 40.0 42.0 44.0

実績値 41.7 39.1

46.0 48.0 50.0

目標値

実績値

実績値

指
標
設
定
の
考
え
方
と

実
績
値
の
把
握
方
法

A）施策ごとの成果指標の目標値が達成されていれば行政サービスの向上が図れたといえるため成果指標とした。
B）直接的な設問であり、数値が高まれば行政サービスが向上したと考えられるため成果指標とした。
町民アンケート（翌年度実施分）により把握
※納めた税金が、行政サービスとして十分に提供されていますか。→「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と回答した人の割合

目
標
値
設
定
の
考
え
方

A）第１次総合計画後期基本計画中の目標達成状況などを総括し、第２次総合計画前期基本計画において各施策の成果指標や目標値の改善を図った。す
べての施策の成果指標において目標達成を目指す。
B）過去の町民アンケートによると、十分に提供されていると感じている町民の割合は半数に満たない割合で推移してきている。現状値を基準とし、毎年度2ポ
イントの上昇を目標として、2022年度には50％を目指す。

目標値
E

実績値

施
策
の
成
果
指
標

区分

目標値

施
策
の
目
的
・
目
標
達
成

の
た
め
の
役
割
分
担

１．町民（事業所、地域、団体）の役割 ２．行政（町、県、国）の役割

・町政の動向に関心を持つとともに、さまざまな機会を通じて町政に対し意見や
要望を表明・提案する。
・行政サービスの見直しについて理解・協力し、その一役を担う。

・行政としての現状・課題等を積極的に町民に伝え、情報の共有を図る。
・町民が簡易に意見を提示できるような環境づくりに努める。
・行政サービスの取捨選択と改善を図る。

施
策
を
取
り
巻
く
状
況

１．施策を取り巻く状況（対象や法令等）は今後どのように変化するか？ ２．施策に対して、住民や議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

・町民等の町政に対する要望が複雑・多様化している上、行政需要は増加して
いる。
・職員数の減少により、職員一人一人の事務量が増加してきている。そのため施
策や事務事業の自身による客観的評価の重要性が増しており、改善や見直し
への積極的な取り組みが必要になりつつある。また、一部の職員個人への負担
の偏向が見込まれる。
・定型業務をDXにより自動化・省力化し、複雑・多様化する非定型業務（地域の
課題等）への対応は職員の専門性を発揮することが必要となる。
・市町村窓口業務の民間委託やDXの推進等により利便性が向上しつつある。

・ＳＮＳを活用した情報発信が求められている。
・回覧文書などが文字ばかりで読みづらい。絵やグラフを交えた文書に改
善して欲しいとの意見がある。
・町民はそれぞれ良い意見をたくさん持っているので、話し合いのできる場
を設けて欲しいとの意見がある。
・町民の要望を町政に反映して欲しいとの意見がある。
・定型業務について、デジタルを活用した自動化や省力化へのニーズがあ
る。
・町民アンケートの貴重な意見への対応が求められる。

施
策
の
目
的

対象

行政サービス

意図

機能が向上される。

単位

％

％

納めた税金が、行政サービスとして十分に
提供されていると感じている町民の割合

年度目標を達成した施策の成果指標の割
合

成果指標名

Ｄ

Ｃ

Ｂ

林　市治

財政課

施策の
基本方針

・PDCAサイクルの考え方に基づき、町民のニーズに沿った事業を展開するとともに、事務の効率化を図ります。
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施策 29 事業効果の向上の推進 主管課
名称 財政課

課長 林　市治

目標値を多少下回った。

目標値を大きく下回った。

②
他
団
体
と
の
比
較

かなり高い水準である。
①年度目標を達成した施策の成果指標の割合について、他団体との単純な比較は難しい。
②納めた税金が、行政サービスとして十分に提供されていると感じている町民の割合については、公表され
ていないため比較できない。

※業務の効率化に有効と考えられるDXの推進状況については、県内では群馬県を始め、前橋市、沼田
市、渋川市、中之条町、嬬恋村などがアドバイザー等外部の有識者の知見を生かして取り組み始めてい
る。証明書等のコンビニ交付は、県内19市町村に続いて取り組み、地域通貨は県内２番目に導入するな
ど、積極的に取り組んでいる。また税や手数料の支払いには、地域通貨による決済やキャッシュレス決済が
できるよう対応している。今後もDXについては、住民の利便性の推進、人口減少や職員数減少等に対応す
るため推進する。

どちらかといえば高い水準である。

ほぼ同水準である。

どちらかといえば低い水準である。

かなり低い水準である。

4

今
後
の
課
題
と
取
り
組
み

（
案

）

広報広聴体制の充実

今後の課題 今後の取り組み（案）

1

①町の予算等資源を効果的に活用するため、根拠に基づく
政策立案、事業の制度設計を推進する必要がある。
②人口減少、少子高齢化、職員数減少等の状況において、
事業の目的達成に向けて、的確な行政資源の配分と効果的
な取り組みが求められている。

①数値的な根拠を明確にしたうえで、事業の目標を設定し、
適切な事務事業の立案と実施ができる仕組みを構築する。
②事務事業の執行のための手段として、DXを各種事業の一
部に有効的に取り入れ、生産性の向上に努める。

2

①だれもが容易に取得できる情報の提供が求められている。
②町民が町政に対し意見を提示しやすく、また意見がどのよう
に反映されたかを知る環境づくりが求められている。

①広報みなかみをアプリで配信し、紙媒体を支持する高齢者
層に加え、スマートフォンで情報を取得したいと考える世代に
対応する。
②町ホームページ内、問い合わせフォームの充実。

3

基本事業名

事業効果の向上

施
策
の
成
果
水
準
の
分
析
と
背
景
・
要
因
の
考
察

実績比較 背景・要因

①
時
系
列
比
較

かなり向上した。
①年度目標を達成した施策の成果指標の割合は平成29年度38.8％、令和３年度43.9％、令和４年度は
41.0％となり、前年度に比べ2.9ポイント減少した。コロナ禍の中、今まで自粛されていた活動が徐々に再開
され、消防防災・生活安全等の指標が未達成になったことが要因と考えられる。
②納めた税金の対価として、行政サービスが十分に提供されていると感じる町民の割合は平成29年度
39.1％、令和３年度46.4％、令和４年度48.3%、と、前年度に比べ1.9ポイント上昇した。
年齢別では、40歳代が47.5％から38.9％（8.6ﾎﾟｲﾝﾄ）と下降した。20歳代、30歳代では10ポイントを超えて上
昇し、50歳代以降の年代では、小幅な上昇となった。令和４年度、新型コロナウイルス感染症によるサプライ
チェーンの混乱、ロシア・ウクライナ情勢の影響による原油や天然ガスなどの価格上昇、また、円安等による
物価上昇もあり、子どもや住宅など生活費にかかる負担が大きい40歳代の数値が下降したと考えられる。そ
の他の年代では子育て世代給付金、みなかみハートペイプレミアムポイント付与、エールみなかみ商品券
などが物価高騰以上に支援策がアンケート結果に反映されたことが要因と考える。

どちらかといえば向上した。

ほとんど変わらない。（横ばい状態）

どちらかといえば低下した。

かなり低下した。

③
目
標
の
達
成
状
況

目標値を大きく上回った。
①全82成果指標中、現状で数値を把握できない指標を除く目標を達成した指標の割合は41.0％となった。
コロナ禍の中、今まで自粛されていた活動が徐々に再開され、完全に戻りきれない活動や、活動を再開した
反動で消防防災・生活安全等の目標達成が困難となったことが目標値を下回った要因と考えられる。
②納めた税金が、行政サービスとして十分に提供されていると感じる町民の割合は48.3％で、目標値を1.7
ﾎﾟｲﾝﾄ下回る結果となった。令和４年度、新型コロナウイルス感染症による世界的なサプライチェーンの混
乱、ロシア・ウクライナ情勢の影響による原油や天然ガスなどの価格上昇、それに伴う電気料の高騰、あわ
せて円安等による生活関連物資等の物価上昇などが生活に影響を与えたことが要因と考える。ただし生活
支援策の実施により影響が限定的になったと考えられる。

目標値を多少上回った。

ほぼ目標値どおりの成果であった。

4

基
本
事
業
の
成
果
指
標

3

6.4

実績なし

目標値

実績値

目標値

実績値

55.8

目標値

実績値

目標値

実績値

％

％

Ａ

Ｂ

56.5 54.6 58.2 61.0 59.953.5

基本事業名

事業効果の向上1

2
59.0 61.0

8.1 5.1 8.6 9.7 8.35.9

63.0 65.055.0 57.0

目標値

実績値

目標値

実績値

7.0 8.0 9.0

目標値

実績値

目標値

実績値

町政に自分の意見を提示したこと
がある町民の割合

必要な行政情報を入手できている
町民の割合

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

2022年度2021年度2020年度2019年度2018年度2017年度2016年度

実績なし 51.6 54.9 40.4 33.7 40.2

10.06.0 6.0

区分単位

100.0

成果指標名

年度目標を達成した基本事業の成
果指標の割合

％

広報広聴体制の充実

100.0 100.0 100.0 100.0



29.事務効果の向上の推進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

件項 1 目 1 82 90
事業
期間

会
計

1 款 2

GCCにより基幹系システムのリプレイスの提案を
受けたが、いわゆる主要17業務標準化への「更
新が可能」という段階であり、実機への搭載はま
だ先になる見込みである。

令和７年度のシステム標準化へ向け、スケ
ジュールを立て準備を進めていく。

令和　３年度 令和　４年度 単位
課 総務

継続事業

事業実績住民台帳、町税等の賦課徴収、医療福祉等の住
民情報に直結する各システムのネットワーク及び
通信機器の保守を行う。また、各拠点を結ぶ回線
網の調達を行う。

標準化へ向けて情報収集等を行った。

円事務事業 000011 庁内基幹系システム運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 87,831,068

基本事業 01 事業効果の向上
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

契約業務数

係

回

令和 5 7 4

項 1 目 1 2 2
事業
期間

会
計

1 款 2

群馬県において第２次セキュリティクラウドの導入
が行われるため、システム更新にかかる負担金
増が見込まれる。

県内自治体と民間企業で構成されている協
議会のため、引き続き参画していく。

令和　３年度 令和　４年度 単位
課 総務

継続事業

継続事業

施
策
体
系

施策 29 事業効果の向上の推進
事業実績群馬県で共同利用しているLGWAN回線の負担金

支払いと情報化推進協議会への参加により情報
を共有している。

特になし

円事務事業 000013 群馬県情報化推進協議会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 1,940,974

基本事業 01 事業効果の向上
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

総会、研修会等出席回数

係

なし

項 1 目 1

件

令和 5 7 4

項 1 目 1 12 13
事業
期間

会
計

1 款 2

課題なし なし
令和　３年度 令和　４年度 単位

施
策
体
系

施策 29 事業効果の向上の推進
事業実績常日頃の社会一般的な情報を得るために、新聞

を購読し日々の情報を収集するもの。
国の告示である官報を購読し、国の法改正情報
等を得るもの。

なし

事業費 1,000,974 円

課

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 事業効果の向上 購読先件数

総務 係

事業実績

総会役員会開催数

課 総務 係
令和　３年度 令和　４年度 単位

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

事務事業 000008 官報・新聞等購読事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 5 7 4

事業
期間

会
計

1 款 2 1 1 回継続事業

コロナ禍における行事の見直しと、区長に対する
伝達事項の効率的な周知方法の確保を図る。

６０地区３支部制で、区長相互の親睦を図り、区
内の円滑なる運営に資するため、町行政に協力
し、住民とともに歩む健全なまちづくりを目標に事
業実施している。

なし

19,227,568 円事務事業 000011 区長会事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費

基本事業 02 広報広聴体制の充実

施
策
体
系

施策 29 事業効果の向上の推進

令和 5 7 4

組織名 総務

組織名 総務

組織名 総務

組織名 総務

施
策
体
系

施策 29 事業効果の向上の推進



29.事務効果の向上の推進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

回項 1 目 2 7936 8767
事業
期間

会
計

1 款 2

正確でより詳細な情報の提供
広報紙配信アプリ「マチイロ」を活用した情報
発信

令和　３年度 令和　４年度 単位
課 秘書・広報

継続事業

事業実績
様々な媒体を用いて広く行政情報を発信する事
業

広報紙の記事に二次元コードを掲載すること
でホームページと結びつけ、より詳細な情報
を利用者に提供した。

円事務事業 000002 行政情報発信事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 10,311,105

基本事業 02 広報広聴体制の充実
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

広報みなかみページビュー数（みなか
み町ホームページ）

係

施
策
体
系

施策 29 事業効果の向上の推進

件

令和 5 7 4

項 1 目 1 1,026 1,154
事業
期間

会
計

1 款 2

課題なし なし
令和　３年度 令和　４年度 単位

課 秘書・広報

継続事業

事業実績町長等特別職が公務をスムーズに行えるよう日
程調整と管理を行う。来客者等の接待や公務上
発生する交際費・旅費等についての事務処理を
行う。

課題なし

円事務事業 000004 総務渉外事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 905,643

基本事業 01 事業効果の向上
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

日程調整依頼件数

係

施
策
体
系

施策 29 事業効果の向上の推進

件・件

令和 5 7 4

項 1 目 2 16・20 4・14
事業
期間

会
計

1 款 2

請求件数の増加が見込まれる中、資料担当課と
の連携並びに開示請求者との連絡調整の重要性
が増している。

手続等について改めて各課に周知し情報共
有を行う。

令和　３年度 令和　４年度 単位
課 総務

継続事業

事業実績
町が保有する公文書を町民等の請求により開示
する。

開示請求に当たって、関係各課と連携し情報
共有を行った。

円事務事業 000001 情報公開・個人情報保護事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 51,600

基本事業 02 広報広聴体制の充実
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

開示件数・請求件数

係

施
策
体
系

施策 29 事業効果の向上の推進

件

令和 5 7 4

項 1 目 1 6 6
事業
期間

会
計

1 款 2

情報系システムのリプレイスにあたり、DX推進を
図るため、より使いやすくかつセキュアなシステム
構築を目指す。

高セキュリティの無線ＬＡＮ化を進め、働きや
すい職場環境の実現に努めていく。

令和　３年度 令和　４年度 単位
課 総務

継続事業

事業実績施設間ネットワークやグループウェアを管理する
とともに、文書管理システム、行政事務用パソコ
ンの管理運営事務を行っている。

情報系システムのリプレイスにより従前シス
テムの不具合等を改善し、利便性の向上を
図った。また、定期的に事務用パソコンを更
新して、業務効率の改善を図っている。

円事務事業 000012 庁内情報系システム運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 43,672,327

基本事業 01 事業効果の向上
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

契約業務数

係

令和 5 7 4

組織名 総務

組織名 総務

組織名 総務

組織名 総務

施
策
体
系

施策 29 事業効果の向上の推進



29.事務効果の向上の推進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

件項 1 目 6 0 6
事業
期間

会
計

1 款 2

SDGsパートナー制度の運用方法と認知度。

みなかみ町SDGｓパートナー制度を周知し、
普及を図る。 
第２期総合戦略の推進、ユネスコエコパーク
の推進と連携しながら進捗管理に努める。

令和　３年度 令和　４年度 単位
課 企画

継続事業

施
策
体
系

施策 29 事業効果の向上の推進
事業実績

SDGs未来都市計画の推進とSDGsの周知活動
SDGｓパートナー制度の運用方法を検討し、
SDGｓパートナーの募集を開始した。

円事務事業 000024 SDGs未来都市普及啓発事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 499,609

基本事業 01 事業効果の向上
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

周知活動（研修会、イベント等）

係組織名 総合戦略

件

令和 5 7 4

項 1 目 6 2 4
事業
期間

会
計

1 款 2

既存事務事業の検討は各事務事業の中で行う。
緊急性のあるもので調査研究が必要なものだけ
に対応する。

政策アドバイザーや環境政策アドバイザーと
連携し相談機会を増やし、指導助言を受け、
既存事業で取り組めていない分野における調
査研究を行う。

令和　３年度 令和　４年度 単位
課 企画

継続事業

事業効果の向上の推進
事業実績企画段階の事務事業を調査研究するための事業

【具体的には】
・先進地視察、調査研究、研修会への参加など

三菱地所、日本自然保護協会との連携協定
に向けた意見交換を行い、三者により「自然
資源の活用と保全に関する連携協定」の調印
を実施。

円事務事業 000003 政策調査研究事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 293,426

基本事業 01 事業効果の向上
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

視察、調査、研修会等実施件数

係組織名 総合戦略

回

令和 5 7 4

項 1 目 6 0 1
事業
期間

会
計

1 款 2

前期基本計画の取り組み状況を整理したうえで、
後期基本計画の策定。

年度ごとに、それぞれの施策ごとに進捗状況
の確認を実施する。進捗状況の確認について
は実施方法や内容の検討を行う。

令和　３年度 令和　４年度 単位
課 企画

期間限定事業

事業実績第２次総合計画の前期基本計画が令和４年度を
もって終了となることから令和５年度を初年度とし
た後期基本計画を策定するための事業

施策会議を実施し基本計画（案）を作成。その
後、3回の審議会で審議を実施し答申案を作
成。答申案をもとに、後期基本計画を策定。

円事務事業 000002 総合計画策定事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 1,027,700

基本事業 01 事業効果の向上
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

施策会議

係組織名 総合戦略

％

令和 5 7 4

項 1 目 2 46.81 49.1
事業
期間

会
計

1 款 2

調査結果の精度を高めるため、回収率を低下さ
せない。
「設問数が多く回答が大変である。」「毎年ではな
いがよく当たる。」等の意見がある。

令和５年度より、後期基本計画が策定された
ため、設問内容の見直しを行うとともに、アン
ケートの調査方法について検討を図る。調査
対象者の検討や、紙ベースからインターネット
回答への転換等を進めていきたい。

令和　３年度 令和　４年度 単位
課 企画

継続事業

事業実績
第2次みなかみ町総合計画で定めるまちづくりに
取り組み、平成30年度より前期基本計画を策定
し、引き続き行政評価を行っている。総合計画で
定めた目標の達成状況を毎年度把握し、まちづく
りをより効果的に展開するために実施する。

同一世帯に連続しアンケートが届かないよう
に配慮し、多くの町民の意見を取り入れてき
た。

円事務事業 000007 住民意識調査（町民アンケート）事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 334,455

基本事業 02 広報広聴体制の充実
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

アンケート回収率

係組織名 総合戦略

令和 5 7 4

施
策
体
系

施策 29 事業効果の向上の推進

施
策
体
系

施策 29 事業効果の向上の推進

施
策
体
系

施策 29



29.事務効果の向上の推進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

　回項 1 目 6 　0 　1
事業
期間

会
計

1 款 2

総合戦略のKPIは、未計測及び仕組みを構築して
計測するものは仕組みの構築が未実施のため数
値化できないものが多くある。また、アクションプ
ランは担当部署が明確でないので事業の推進が
曖昧となっている。

令和6年度末で現行総合戦略の計画期間が
満了するのと、デジタル田園都市国家構想に
基づく戦略見直しが必要となることから、県戦
略の見直し等との整合を図りつつ策定替えに
向け取り組む必要がある。 

令和　３年度 令和　４年度 単位
課 官民共創

継続事業

施
策
体
系

施策 29 事業効果の向上の推進
事業実績地方創生のため、総合戦略を策定し推進する。推

進会議、評価会議、シティーマネージャ制度の活
用、地方創生交付金の活用などを執行する。

総合戦略評価会議を開催し、事業の達成度
を検証した。概ね的確に事業管理が行われて
いるとの意見を得ている。

円事務事業 000020 みなかみ幸せ創生本部事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 1,609,890

基本事業 01 事業効果の向上
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

評価会議数

係組織名 総合戦略

事業

令和 5 7 4

項 1 目 6 - -
事業
期間

会
計

1 款 2

事務事業のあり方の見直しと慢性的な財源不足
の解消

着手すべき課題の絞り込みと、効果的な取り
組みができるものを選定できるようにする。

令和　３年度 令和　４年度 単位
課 行財政改革推進

期間限定事業

施
策
体
系

施策 29 事業効果の向上の推進
事業実績

行財政改革を推進するための事業
過去の取り組み状況を情報収集した。また、
有識者への相談を行った。

円事務事業 000001 行政改革推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 6,290

基本事業 01 事業効果の向上
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

見直し事業数

係組織名 総合戦略

令和 5 7 4

件項 1 目 6 87 164
事業
期間

会
計

1 款 2

LoGoチャット：当初は正職員に限定していたが、
会計年度任用職員などの利用希望者が増加し、
アカウント数の増加に伴い利用料が増加してい
る。
LoGoフォーム：利用している職員が比較的限定さ
れている。

LoGoチャット：メール、電話との連絡手段の棲
み分けを明確にし、業務改善を図るため利用
を促進する必要がある。
群馬県の協働調達制度に参画し、費用の節
減を図る。
LoGoフォーム：職員に対して、フォーム活用
の周知や作成支援を行う必要がある。

令和　３年度 令和　４年度 単位
課 企画

継続事業

施
策
体
系

施策 29 事業効果の向上の推進
事業実績

自治体専用のコミュニケーションツールである「LoGo
チャット」を利用することで、職員同士のメッセージやファ
イルのやり取りが簡易にでき、職員の業務効率の改善を
図る。職員がLGWAN環境で簡単にアンケートや申請・申
込フォームの作成・集計ができる「LoGoフォーム」を利用
することで、住民からの各種申込やアンケートなどをネッ
ト上で受け付けることができ、住民サービスの向上・職員
の業務効率の改善を図る。

LoGoチャット：会計年度任用職員など利用希望者の
アカウント数の追加を行うとともに、利用していない
アカウントの精査・削除を行った。
また、群馬県を中心に協働調達制度の検討を行
い、次年度以降経費の節減ができないか検討を
行った。
LoGoフォーム：初めてフォームを作成する職員など
に対してフォームの作成支援を行った。

円事務事業 000032 情報化推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 2,939,200

基本事業 01 事業効果の向上
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

LoGoフォーム作成件数

係組織名 総合戦略

世帯

令和 5 7 4

項 1 目 6 490 490
事業
期間

会
計

1 款 2

環境整備後１０年以上が経過し、ランニングコスト
を含めた財政面や安定したサービスの提供が課
題となっている。

業務に精通している民間事業者に資産を譲
渡することにより、ランニングコストの削減と
サービスの安定供給に務めていく。

令和　３年度 令和　４年度 単位
課 企画

継続事業

施
策
体
系

施策 29 事業効果の向上の推進
事業実績

町民誰もが光通信を使用できるよう、藤原地域と
猿ヶ京地域へ光ファイバー網を整備。NTTの交換
局を使用するための使用料・NTTの電柱を使用す
るための保守管理委託料を支払う。断線等の対
応はNTTが行う。
また高齢者向けのスマホ・パソコン教室を開催
し、町民のＩＣＴリテラシー向上を推進する。

保守管理委託業務契約を締結する相手方
と、令和６年４月１日無償譲渡について協議・
準備をスタートしました。

円事務事業 000015 光ファイバー網管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 12,793,247

基本事業 01 事業効果の向上
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

延べ加入世帯数

係組織名 総合戦略

令和 5 7 4



29.事務効果の向上の推進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

回・部項 1 目 1 4.7600.4.0 4.7500.4.0
事業
期間

会
計

1 款 1

　町民に分かりやすい紙面編集
　誰にとっても見やすく読みやすい紙面にする
ため、文字フォントとコントラストを見直し視認
性を高めたい。

令和　３年度 令和　４年度 単位
課 庶務・議事

継続事業

施
策
体
系

施策 29 事業効果の向上の推進
事業実績　議会広報紙を発行し、町民へ議会情報を分かり

やすく正確に伝える。
　図や表及び写真を多用し、閲読しやすい紙
面とした。

円事務事業 000004 議会だより発行事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 2,083,560

基本事業 02 広報広聴体制の充実
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

発行回数、発行部数、
意見収集回数、アンケート実施回数

係組織名 議会事務局

令和 5 7 4

％項 1 目 6 0 100
事業
期間

会
計

1 款 2

特になし

撤去後の跡地利用の方針を産官学金包括連
携協定に基づく議論検討、地域住民の意向
反映により地域住民、観光客に裨益するよう
活用を図る。

令和　３年度 令和　４年度 単位
課 官民共創

期間限定事業

施
策
体
系

施策 29 事業効果の向上の推進
事業実績

湯原温泉街の景観を害する廃屋の撤去
産官学金包括連携のよる事業の必要性、及
び跡地利用の方針検討

円事務事業 000033 産官学金連携調査研究事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 2,761,371

基本事業 01 事業効果の向上
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

自然と調和のとれた街並みの再生

係組織名 総合戦略

令和 5 7 4


